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１ 基本的な事項 

(１) 町の概況 

ア 自然的、歴史的、社会的、経済的諸条件の概要 

 本町は、鹿児島市の南方４５０㎞、奄美大島の南西端部と加計呂麻島・

請島・与路島からなっている。 

昭和３１年に町村合併促進法の適用を受け、古仁屋町・西方村・鎮西

村・実久村の４ケ町村が合併し、「瀬戸内町」として発足して現在に至っ

ており、東に太平洋、西に東シナ海を望み、町域は東西２８.８㎞、南北

２７.８㎞にわたり、総面積２３９.６km2 の広範な行政区域となっている。 

 地形は古生層の３００ｍ～４００ｍの山岳地が大部分を占めており、

急峻な山裾は海浜に迫っている。 

文化面では、裏声を多用する島唄や男女が歌い踊る八月踊りなど、民

俗芸能を含めた本町の文化的価値は、極めて高く評価されている。 

平成２１年には加計呂麻島が『にほんの里１００選』に、また、次世

代に引き継ぎたい島の景観として、「与路島のサンゴの石垣」や「諸鈍シ

バヤ」が『島の宝１００景』に選定されるなど、自然豊かな島として知

られている。 

 町の行政形態としては、古仁屋市街地を含めて５６の集落によって構

成されている。大島本島のほか、有人離島である加計呂麻島・請島・与

路島、さらには数多くの無人島があり、リアス式海岸に囲まれた深い入

り江が続く波穏やかな海には、多くの島々がシルエットをつくりすばら

しい景観を呈している。 

 大島本島と加計呂麻島の間の大島海峡は静穏で、海峡一帯が「奄美群

島国定公園」の指定を受けている。また、避難港としての役割を果たす

一方、近い将来の「奄美・琉球」世界自然遺産登録を見据え、国立公園

化へ向けての取組みなど、優れた自然景観と観光資源として内外から注

目をあびている。 

 また、波静かな海域を利用して魚類等の養殖が盛んに行われると共に

水産総合研究センター西海区水産研究所奄美庁舎によるクロマグロの増

養殖技術の開発、近畿大学水産研究所奄美事業所による魚類種苗研究等

資源再生の研究も進められている。 

 本町は位置的にみても北緯２８度線の亜熱帯圏にあって、年間平均気

温は２２度と温暖であり、農作物の生育には有利な条件下にあるが、台
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風の通過頻度が高く、農作物被害や道路決壊などの災害が発生している。 

 平成２４年度における産業別純生産を表－１の構成比別にみると、サ

ービス業を中心とした第３次産業が２１５億３千６百万円（８２．０％）、

次に建設業を主体とした第２次産業が４２億６百万円（１６．０％）、第

１次産業が５億１千９百万円（２．０％）の順となっている。 

 表－１ 平成２４年度産業別町内純生産 

産業及び細分類 町内純生産（百万円） 構成比（％）

第一次産業 519 2.0

  農業 153 0.6

林業 121 0.5

水産業 245 0.9

第二次産業 4,206 16.0

  鉱業 131 0.4

製造業 407 1.6

建設業 3,668 14.0

第三次産業 21,536 82.0

  電機・ガス・水道業 439 1.7

卸・小売業 1,435 5.5

金融・保険業 427 1.6

不動産業 3,479 13.2

運輸・通信業 2,355 9.0

サービス業・公務等 13,401 51.0

町内純生産 26,261 100

（平成２４年度市町村民所得推計報告書） 
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イ 町における過疎の状況 

 本町の人口は、表－２に示すとおり、昭和４０年の人口を１００とす

ると、平成２２年では５１．４７％の減となっており、近年はやや落ち

着きを見せているものの依然として人口減少が続き、過疎状態が続いて

いる。 

わが国経済の高度成長と機を一つにする大都市圏あるいは地方中核都

市への人口集中のしわ寄せが極めて顕著に表れているといえる。これは、

表－３に示すとおり、本町において、昭和４０年から４５年の５年間に

３，０７３人も減少し、その減少率が１５．１％、昭和４５年から５０

年の５年間に１，９８３人も減少し、その減少率が１１．４８％と大幅

に減少している。その後人口減少率は、ゆるやかになっていたが、平成

１７年から２２年の５年間では、９０８人減少し、人口が１万人を割っ

てしまった。

表－２ 島別人口の推移（国勢調査）   （単位：人・％）

年次 

Ｓ4０年

Ｓ45 年 Ｓ50 年 Ｓ55 年 Ｓ60 年 Ｈ２年 Ｈ７年 Ｈ１２年 Ｈ17 年 

島別 構成比           

本 島 13,566 66.68 12,305 11,439 11,200 10,699 10,190 9,828 9,580 8,937

加 計 呂 麻

島 5,300 26.05 3,841 2,957 2,406 2,009 1,874 1,752 1,704 1,547

請 島 782 3.84 614 501 397 325 284 249 200 161

与 路 島 698 3.43 513 393 306 236 218 188 165 137

   計 20,346 100.0 17,273 15,290 14,309 13,269 12,566 12,017 11,649 10,782
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年次 

Ｈ22 年  

島別   構成比 

対Ｓ40

減少率 

対Ｓ45

減少率 

本 島 8,211 83.16 △39.47 △33.27

加 計 呂 麻

島 1,428 14.46 △73.06 △62.82

請 島 132 1.34 △83.12 △78.50

与 路 島 103 1.04 △85.24 △79.92

   計 9,874 100.0 △51.47 △42.84

表－３ 島別人口の減少率の推移（国勢調査） （単位：％） 

年次

Ｓ45 年 

／Ｓ40 年

Ｓ50 年 

／Ｓ45 年

Ｓ55 年 

／Ｓ50 年

Ｓ60 年 

／Ｓ55 年

Ｓ２年 

／Ｓ60 年

Ｈ７年 

／Ｈ２年 

Ｈ12 年 

／Ｈ７年 

Ｈ17 年 

／Ｈ12 年

Ｈ22 年 

／Ｈ17 年

本    島 △ 9.30 △ 7.04 △ 2.09 △ 4.47 △ 4.76 △ 3.55 △ 2.50 △ 6.71 △8.12

加計呂麻島 △ 27.53 △ 23.01 △ 18.63 △ 16.50 △ 6.72 △ 6.51 △ 2.74 △ 9.21 △7.69

請    島 △ 21.48 △ 18.40 △ 20.76 △ 18.14 △ 12.62 △ 12.32 △ 19.68△ 19.50 △18.01

与 路 島 △ 26.50 △ 23.39 △ 22.14 △ 22.88 △ 7.63 △ 13.76 △ 12.23△ 16.97 △24.82

計 △ 15.10 △ 11.48 △ 6.42 △ 7.27 △ 5.30 △ 4.37 △ 3.05 △ 7.44 △8.42

 昭和４０年から平成２２年の減少率において、特に加計呂麻島（△７

３．０％）、請島（△８３．１％）、与路島（△８５．２％）など島嶼部

に著しい減少が見られる。町全体としては、昭和５０年以降はゆるやか

に減少していたが、近年減少率が増加している。

昭和４０年以降の減少率が、加計呂麻島・請島・与路島については、

平均して約７５％であるのに対して、本島（西方地区含む）については、

約４０％程度である。これは、西方地区の集落は人口が減少しているが、

古仁屋地区の増加が見られることに要因があると推察される。

 しかし、古仁屋地区への一極集中と古仁屋地区以外の急激な過疎の進

行は、年齢別人口構成のバランスを大きく崩し、過疎の深化を進めてい
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る。即ち、年齢別の人口構成比率において、６５歳以上では、昭和３５

年当時に比し、平成２２年には人口激減の中で逆に１，０９５人増加し

て構成比も９．５％から３４％と大きく増えている。

特に、島嶼部の集落においては、高齢化人口率が９０％を超えている

集落が見られる。

 さらに、昭和３５年には９，７８８人を占めていた１４歳以下が平成

２２年には８，５３９人も減少し１，２４９人となっている。

これは、将来的に労働力人口の減少をもたらし、人口に占める高齢化

率を更に押し上げることが予測される。

 このように、過疎現象は各集落における生産機能の低下を招き、加計

呂麻地域の一部の集落においては集落内の各種行事の開催に支障をきた

し、さらに、集落自体の存続が危ぶまれているところもある。

本町全体としては過疎地区であるが、すでに述べたように古仁屋地区

においては、人口の集積が見られることにより、同時に様々な問題も生

み出しているといえる。一例として、市街地地区における住宅が不足し、

民間住宅への入居者が多いが、供給数が少ないため、家賃が高止まりし

ている。そのため、公営住宅の整備への要望が多いといえる。

しかし、現在の古仁屋地区への一極集中の是正のために、周辺地域へ

の住宅整備と同時に交通通信体系の整備も進め、周辺地域への人口移動

により均衡ある発展を目指すべきである。

さらに、周辺地域においては、Ｕターン・Ｉターン者の受け入れによ

る人口増加を図ることにより、特に、就学年齢の児童生徒のいる若年層

の家族であれば、小・中学校の維持に大きな効果が見られるので、今後

も奄美・田舎暮らし支援センターのホームページ・せとうち空き家バン

ク等を活用した移住希望者への情報発信や都市部開催の移住交流イベン

トへの参加や移住体験ツアー実施等の定住促進対策を推進する必要があ

る。 

過疎地域自立促進計画の推進により、基礎条件の改善、産業基盤等に

ついては着実に成果をあげつつある。

 しかしながら、四方を海に囲まれ（環海性）、しかも本土の経済文化の

中心から遠く離れている（隔絶性）といった地理的、地形的な特殊事情

による制約を背景に、所得や生活条件等の面では、他地域との間に依然

として格差が残っている。

 教育面については、中等教育機関しかなく若年層の人口流失が見られ

る。
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医療面については、基礎的医療の充実は図られたが、高度医療の設備

については、近隣の中核施設に赴く必要もあり、そのための交通アクセ

スや交通手段についても、まだまだ整備の必要がある。

高度情報通信基盤についても、現在は通信回線の高速化が必要不可欠

となっているが、本町では一部回線において通信事業者による光回線の

整備が行われた。しかし、採算性の面から町全域への整備については今

後の課題となっている。また、スマートフォンの普及に伴い需要が高ま

っている公衆無線 LAN の整備を推進していかなければならない。

 今後は、地域の特性を生かした諸産業を振興するとともに、地域の発

展を担う人材の育成を進めつつ、更に住民の創意と主体的取り組みを軸

として、本町の発展の方向づけを含めた島おこし活動の活発な展開が必

要である。

ウ 町の社会経済的発展の方向

 本町の現状は、若年層の流失をもたらしているが、逆に都市生活に疲

弊した人々にとって、魅力となるものもある。基礎的医療は受けられる、

適度に情報化されていることなどにより安心感を与え、さらに、島全体

が持つ“癒し”を求めて訪れる人々が増えつつある。そこで、アイラン

ドテラピー構想を推進している本町として、癒しの島を前面に押し出す

ことで、マイナス要因をプラス要因に変えることも可能である。

①本島側 

 産業振興については、遊休農地の有効利用を図り、基幹作物としての

さとうきびや野菜、果樹、花き、畜産等を組み合わせた複合経営による

農業の振興、恵まれた環境条件を生かした栽培・養殖業の振興、生産性

の高い漁船漁業等の水産業の振興、サンゴ礁等の美しい海洋性資源を活

用した観光振興等を推進するなど、中核施設を中心に市街地再開発によ

る商工・流通政策、体験型観光を推進する。大島本島南部地域経済圏の

拠点として「癒しのまちづくり」を目指し、地域経済の浮揚発展を図る。 

②加計呂麻地域(加計呂麻島・請島・与路島) 

 本地域は、奄美大島の南西に位置し、大島海峡をはさんだ三つの離島

からなり、そのほとんどは森林地域であるが、美しい海浜景観に恵まれ

た地域である。島嶼性等の地理的不利性を克服するための、道路・港湾・

医療・教育等の生活条件の整備が進みつつあるが、過疎化・高齢化の進
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行が顕著な地域である。 

 請島・与路島への看護師常駐体制が実現したが、さらに、医療の充実

に努めるとともに、大島本島との交通アクセスの改善や高齢化に対応し

た社会福祉の充実、生活環境の整備を進めるなど定住条件の改善を年次

的に推進する。 

 農業については、遊休農地や狭小な農地の有効利用に努め、地域の特

性に応じた基幹作物としてのさとうきびの振興やソテツやウコンなどの

栽培を図るとともに特産品開発を進める。さとうきびと畜産との複合経

営を進めるなど、所得の向上を図れる農業を進める。また、水産業につ

いては、静穏海域を活用した養殖業の振興を図る。 

 観光については、サンゴ礁の海中景観や恵まれた海浜景観を生かし海

と親しめる中長期滞在型の観光・リゾート地として、大島本島と一体と

なった開発整備を進めるため、入域地点や宿泊機能が集積している奄美

大島北部地域とのアクセスを強化しつつ、個性的な観光施設の整備を促

進する。また、主要交通機関・旅行業者等とのタイアップを図りながら、

大型客船の定期的入港の誘致活動を行い、広域的な観光地形成を目指し、

恵まれた自然環境を最大限に生かせるよう、新しい滞在型観光の拠点を

設け、“癒しの島“を前面に出した振興策を推進する。 

(２) 人口及び産業の推移と動向

ア 人口

 本町の人口は表－４に示すとおり、平成２２年国勢調査では９，８７

４人と長期間にわたり減少を続けている。

 その減少率は昭和４０年から昭和４５年の１５．１％をピークに、昭

和５０年から昭和５５年の６．４％まで鈍化傾向を続けてきたが、昭和

５５年から昭和６０年までの５か年間で７．３％と再び上昇し、平成２

年までの５か年間は５．３％、平成７年までの５年間で４．３％、平成

１２年までの５年間で３．０％減と、やや鈍化していたが、平成１７年

までの５年間で７．４％、平成２２年までの５年間で８．４％と再び上

昇傾向にある。

現状のままで推移した場合、本町の将来推計人口は平成３２年には８，

３８４人となることが予想されている。

年齢階層別にみると、平成１２年から平成２２年までの１０年間で、若

年層の１５～２９歳人口が３８．２％と大幅に減少し、平成２２年度の
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若年層の比率（８．０％）は県（１４．４％）、全国（１５．４％）に比

べて非常に低く本町の人口構成に歪みを生じている。

 また、０～１４歳人口は、３５．２％と大幅に減少しており、少子化

が進行し、さらに高齢化も進んでおり、平成２２年度の６５歳以上人口

の割合は、３４．０％にも達し、県（２６．５％）、全国（２３．０％）

に比べても著しく高く、高齢化は今後も一層進むものと見込まれる。
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表－４ 人口の推移（国勢調査）

区     分 
昭和 35 年 昭和 40 年 昭和 45 年 昭和 50 年 昭和 55 年 

実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 

総数 23,798 20,336 △ 14.5517,273 △ 15.0615,290 △ 11.4814,309 △ 6.42

0 歳～14 歳 9,788 8,137 △ 16.87 5,988 △ 26.41 4,187 △ 30.08 3,199 △ 23.60

15 歳～64 歳 11,749 9,914 △ 15.62 8,986 △ 9.36 8,608 △ 4.21 8,530 △ 0.91

うち 15 歳～29 歳(a) 3,122 2,317 △ 25.78 2,228 △ 3.84 2,266 1.71 2,339 3.22

65 歳以上   （ｂ） 2,261 2,285 1.06 2,299 0.61 2,495 8.53 2,580 3.41

（a）/総数   若年者比率 13.1 11.4 12.9 14.8 16.3

（ｂ）/総数   高齢者比率 9.5 11.2 13.3 16.3 18.0

区     分 
昭和 60 年 平成２年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 

実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 

総数 13,269 △ 7.2712,566 △ 5.3012,017 △ 4.3711,649 △ 3.0610,782 △ 7.44

0 歳～14 歳 2,749 △ 14.07 2,533 △ 7.86 2,177 △ 14.05 1,927 △ 11.48 1,550△ 19.56

15 歳～64 歳 7,838 △ 8.11 7,015 △ 10.50 6,431 △ 8.33 6,149 △ 4.39 5,679 △ 7.64

うち 15 歳～29 歳(a) 1,769 △ 24.37 1,372 △ 22.44 1,237 △ 9.84 1,275 3.07 1,045△ 18.04

65 歳以上   （ｂ） 2,682 3.95 3,018 12.53 3,409 12.96 3,573 4.81 3,551 △ 0.62

（a）/総数   若年者比率 13.3 10.9 10.3 10.9 9.7  

（ｂ）/総数   高齢者比率 20.2 24.0 28.4 30.7 32.9  

区     分 
平成２２年 

実数 増減率 

総数 9,874△ 8.42

0 歳～14 歳 1,249 △19.42

15 歳～64 歳 5,269 △7.22

うち 15 歳～29 歳(a) 788 △24.59

65 歳以上   （ｂ） 3,356 △5.49

（a）/総数   若年者比率 8.0

（ｂ）/総数   高齢者比率 34.0
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表－５ 人口の推移（住民基本台帳）

区分 

平成 12 年 3 月 31 日 平成 17 年 3 月 31 日 平成 22 年 3 月 31 日 

実数 

（人） 

構成比 

（％） 

実数 

（人） 

構成比 

（％） 

実数 

（人） 

構成比 

（％） 

増減率 

（％） 

総数 11,713 100.0 11,003 100.0 10,110 100.0 △8.12

男 5,572 47.6 5,255 47.8 4,837 47.8 △8.0

女 6,141 52.4 5,748 52.2 5,273 52.16 △8.26

区分 

平成 26 年 3 月 31 日 平成 27 年 3 月 31 日 

実数 

（人） 

構成比 

（％） 

実数 

（人） 

構成比 

（％） 

総数 

（外国人住民除く）
9,403 100 9,257 100

男 

（外国人住民除く）
4,521 48.08 4,458 48.16

女 

（外国人住民除く）
4,882 51.92 4,799 51.84

男 

（外国人住民） 
3 － 3 ―

女 

（外国人住民） 
7 － 7 ―

表－６ 人口の見通し

公共施設等総合管理計画を策定ししだい記載する。

イ 産業

 産業別就業人口では表－７に示すとおり、昭和３５年国勢調査におけ

る就業者総数は１０，３５５人であった。

 その内訳は、第一次産業６１．８％で、その大半の５４．６％を農業

が占め、残りの約７％を林業と水産業で折半している。第二次産業は１

４．３％で、建設業が１１．１％と大半を占め、製造業は僅かに２．９％

である。第三次産業は２３．９％で卸小売業が１０．０％と最も高く、

次いでサービス業が６．９％となっている。
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 これに対し、平成２２年における就業者総数は３，８８１人、昭和３

５年に比べて６，４７４人（６２．５％）の減少となり、産業別就業比

率も大きく変貌した。即ち、第一次産業の退潮が著しく、実数で６，０

２１人の減、構成比で昭和３５年の約６２％が平成２２年では約１０％

に落ち込んでいる。これは、昭和４０年代の高度経済成長時に現金収入

を求め、就業所得機会の多い都会への人口流出と農林業の不振によるも

のと思われる。これに対して、第二次産業では鉱業に落ち込みはあるも

のの、公共投資等により建設業を中心に構成比率は高くなっている。

 第三次産業全体としては、５０８人の増、構成比では７６．８％を占

め、地域産業の様変わりを顕著に示す結果となった。

 就業人口の今後の見通しとしては、第三次産業は引き続き増加の傾向

に推移するものと予測される。第一次産業においては、水産業を除いて

は更に厳しい状況が予想されるが、農業基盤の整備充実や後継者対策を

含めた人材育成等のソフト事業の積極的な展開により、就業者増を目指

したい。

第二次産業の建設業においては、国や地方自治体の公共事業の削減に

伴い、先細りが懸念され、就業者数の減少傾向が予想される。そこで、

産学官共同で地域再生計画や構造改革特区などを活用した異業種参入な

どで全体の雇用数の維持を図り、流出人口を最小限にくい止める必要が

ある。

 平成２４年度における町民一人当り所得は、２，０８５千円で前年度

に比べ１．７％増加している。

 同じく、町内純生産の産業別構成比をみると、第一次産業２．０％、

第二次産業１６．０％、第三次産業８２．０％である。今後は、収益性

の高い果樹や狭小な農地を活用した野菜・花き、豊富な草資源を再編整

備した肉用牛の生産を推進するなど、第一次産業の振興を図るとともに、

自然特性を生かした観光産業の振興、これに関連する企業の誘致等雇用

機会の増大を図り、所得倍増へ向けて一層の産業振興を推進する。
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表－７ 産業別人口の動向（国勢調査）

区分 
昭和 35 年 昭和 40 年 昭和 45 年 昭和 50 年 昭和 55 年 

実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 

総数 10,355 7,744 △ 25.2 7,153 △ 7.6 6,448 △ 9.90 6,236 △ 3.3

第一次産業 61.8
- 
44.3

- 
27.9

- 
16.7

- 
13.8

- 
就業人口比率 6,396 3,428 1,993 1,079 861 

第二次産業 14.3
- 
26.３

- 
35.7

- 
42.8

- 
40.5

- 
就業人口比率 1,487 2,041 2,554 2,757 2,528 

第三次産業 23.9
- 
29.4

- 
36.4

- 
40.5

- 
45.7

- 
就業人口比率 2,472 2,275 2,606 2,612 2,847 

区分 
昭和 60 年 平成２年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 

実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 

総数 5,829 △ 6.5 4,988 △ 14.4 4,903 △ 1.7 4,566 △ 6.9 4,085 △ 10.5

第一次産業 16.3
- 
15.8

- 
16.1

- 
10.9

- 
10.2

- 
就業人口比率 950 789 788 497 417

第二次産業 35.3
- 
27.６

- 
23.8

- 
21.9

- 
18.０

- 
就業人口比率 2,055 1,374 1,169 1,000 736

第三次産業 48.4
- 
56.6

- 
60.1

- 
67.2

- 
71.８

- 
就業人口比率 2,824 2,825 2,946 3,069 2,932

区分 
平成 22 年 

実数 増減率

総数 3,881  

第一次産業 9.7
- 

就業人口比率 375

第二次産業 13.５
- 

就業人口比率 526

第三次産業 76.8
- 

就業人口比率 2,980
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(3) 町行財政の状況

 地方分権の推進に伴い、住民にわかりやすいきめ細やかな行政サービ

スを、一番身近な行政が主体となって行うことが求められるようになり、

地域住民のニーズを迅速・的確に反映させることが期待されている。 

その期待に応えるには、地方自治体自らが自治能力のさらなる向上を

目指し、行財政体制の見直しと積極的な整備・確立を図ることが求めら

れている。 

 現在、国が進める「地方創生」の流れもあり、地方財政はその地域の

独自性を求められるようになってきている。 

このような情勢の中で、少子高齢化、高度情報化等の社会経済情勢の

変化に適切に対応し、多様化・高度化する住民ニーズに機動的・弾力的

に応え、住民福祉を向上させるためにはインフラ整備も必要な要件であ

るが、住民も要望するだけでなく、施設の建設から維持管理までを担う

など住民参画を推進することも視野に入れるべきことになりつつある。 

また、地方公共団体の業務遂行が不足する分については、ＮＰＯ等で

補い、地方公共団体でなければできないことに特化していく必要もある。 

そのためには、簡素でより効率的な行政体制を確立することが喫緊の

課題となっている。 

 このような状況を踏まえ、本町では地域における総合的・効率的・個

性的な行政を展開するにふさわしい行政体制の整備・確立を図るため、

行財政改革を積極的に推進しつつ、計画を定めていく必要がある。

 本町の財政状況は、連結赤字を解消し各会計で黒字化が図られたほか、

積立基金も増加するなど改善は着実に進んでいるが、公共施設等の老朽

化が進む中で、大型公共施設の建替や長寿命化対策に多大の費用を要す

るなど、財政運営は依然として大変厳しい状況が続いている。 

 今後も町税や使用料等の徴収率向上や受益者負担の適正化、未利用財

産の有効活用等により財源確保に努めるとともに、歳入に見合った予算

規模の維持により、健全な財政運営に努めなければならない。 

公共施設等の整備については、投資的経費や基金残高、公債費等のバ

ランスに配慮し、財政運営への影響を最小限にとどめながら、「公共施設

等総合管理計画」（策定中）や過疎計画に基づき、年次的に進めていく必

要がある。 
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表－８ 市町村財政の状況            （単位：千円）

区     分 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度 平成２５年度

歳入総額 Ａ 12,171,861 8,794,701 8,978,441 10,721,456 

一般財源 6,052,621 5,190,293 5,406,813 5,225,364 

国庫支出金 1,727,239 425,123 712,600 1,624,812 

県支出金 1,282,728 921,620 644,882 1,416,209 

地方債 1,539,500 864,500 1,018,200 1,431,240 

うち過疎債 743,100 394,700 310,200 379,400 

その他 1,569,773 1,393,165 1,195,946 1,023,831 

歳出総額 Ｂ 11,474,910 8,530,162 8,506,666 10,037,647 

義務的経費 4,125,542 4,315,426 3,673,348 3,483,709 

投資的経費 3,695,149 1,175,637 1,210,327 2,944,578 

うち普通建設事業 2,853,735 984,502 1,078,943 1,375,072 

その他 2,711,363 2,496,943 3,036,062 2,845,387 

過疎対策事業費 942,856 542,156 586,929 763,973 

歳入歳出差引額 Ｃ（Ａ-Ｂ） 696,951 264,539 471,775 683,809 

翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ 5,561 19,058 30,741 27,650 

実質収支 Ｃ-Ｄ 691,390 245,481 441,034 656,159 

財政力指数 0.14 0.15 0.15 0.14 

公債費負担比率 26.4 30.3 25.1 21.1 

実質公債費比率 － － 16.2 12.0 

起債制限比率 14.1 19.5 ― ― 

経常収支比率 83.2 97.8 87.1 85.4 

将来負担比率 － － 117.6 98.4 

地方債現在高 16,013,590 14,723,791 11,406,873 11,326,010 

（出典：地方財政状況調）
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表－９ 主要公共施設等の整備状況

区分 
昭和 45 

年度末 

昭和 55 

年度末 

平成２ 

年度末 

平成 12 

年度末 

平成２0 

年度末 

 平成２２

年度末 

 平成２５

年度末 

市町村道 

改良率 （％） 

舗装率 （％） 

34.0 17.0 36.6 45.5 51.4 52.8 52.8

0.3 13.4 43.8 56.3 61.4 61.0 61.0

農 道 

延長  （ｍ） 

耕地 1ｈａ当たり農道延長（ｍ）

9,120 9,120 12,370 12,370 17,213 19,886 19,886

45.0 43.0 9.4 13.2 20.6 20.6 20.6

林 道 

 延長  （ｍ） 

林野 1ｈａ当たり林道延長（ｍ）

- - - - 94,043 99,015 106,270

- - - - ４.5 ４.８ 5.２

水道普及率 （％） 66.4 80.0 87.3 89.8 93.4 91.7 91.9

水洗化率 （％） - - - 24.8 32.5 34.6 69.1

人口千人当たり病院、 

診療所の病床数 （床） 
11.2 19.4 27.4 27.2 19 19 19

（出典：公共施設状況調）

 (４) 地域の自立促進の基本方針

ア 基本的方針

 本町においては、旧過疎地域活性化法や過疎地域自立促進計画に基づ

いて、交通・産業基盤や生活環境の整備及び教育文化の施設等の基盤整

備を実施し、地域振興対策に努め、人口減少傾向の緩和や地域経済・所

得の向上など各分野で効果が見られるが、まだ取り組むべき課題が残さ

れている。

また、依然として他の過疎市町村同様、若年者層の流出や高齢化の進

行並びに脆弱な産業基盤など、なお多くの課題を抱えている。

第一に、地域経済への波及効果が大きく、産業の振興や民生安定を図

る上で、重要な役割を担っている交通網の整備については、主要地方道・

一般県道の全路線早期整備と、老朽化した町内各地区の橋梁も含む町道

の整備など町内交通網の整備充実に取り組み、その上で、交通の利便性

の向上が地域経済に与える動向についても十分に調査し、交流人口の増

加と若年層の流失を防ぐ様々な施策の実現を目指さなければならない。
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 次いで、本地域の持つ亜熱帯海洋性気候帯という有利な自然条件で農

作物の生育に適した環境等の自然資源を活用し、さとうきびやかぼちゃ、

小ギク、タンカン、パッションフルーツなどの作物を生かし、きび酢や

パッションジュースなどの加工食品の開発、肉用牛などの畜産振興によ

り、農家の生産意欲と所得向上が図れるよう条件整備に努める。

さらに、特用林産物については、シイタケ等を中心に施設整備に努め

林業の振興を図る。また本町は、青い海と海底を彩るサンゴ礁群や典型

的なリアス式海岸の変化に富んだ風景等すばらしい自然環境に恵まれて

おり、町全体で自然保護意識の醸成に努め、来るべき世界自然遺産へ推

薦されるのにふさわしい価値を有する地域について適切な保護措置を講

じるなど、「奄美群島自然共生プラン」等に基づき様々な施策を推進する。

土地利用及び施設整備等については、県策定の「かごしま将来ビジョ

ン」、「奄美群島振興開発計画」との連携を図り整備促進する。特に既存

施設等の有効活用を図る。

また、加計呂麻島が「にほんの里１００選」、与路島のサンゴの石垣が

「島の宝１００景」に選定されるなど、ゆったりとした時間の流れが、

スローライフにあこがれる人々や多くの観光客・専門家の高い評価を得

ている。今後は、住民自らが島の魅力を発信できるようにし、高齢化の

もたらすデメリットについても、有利性ととらえ“長寿の島づくり“を

目指し、アイランドテラピー構想により島全体を“癒しの島“とし、定

期的な交流人口の拡大により、地域に活力を与えられるよう、観光地整

備と宣伝活動を積極的に推進する。

なお、温暖な黒潮に育まれ、潮流が定期的に入れ替わり常に清新な本

町の海域は、水産資源の宝庫であり、大島海峡では水産資源確保に向け

た水産総合研究センター西海区水産研究所奄美庁舎と近畿大学水産研究

所奄美事業所等の立地により、クロマグロ種苗生産等の試験研究が行わ

れている。

 さらに、地域住民が生活を営む上で、必要不可欠となっている情報通

信回線については、一部地域において通信事業者により光回線が整備さ

れた。今後は町全域での光ファイバー等の超高速回線の整備を目指して

いく。また、近年需要の高まっている公衆無線 LAN の整備についても

推進していく。

加えて、生活の多様化・高度化に対応した生活環境の整備や、町民と

行政が協働し省資源化や資源の再資源化に努め資源循環型社会の構築へ

向けての取組を推進するとともに、保健・医療・福祉に関する様々な施
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策・事業の充実を図るとともに、町民一人ひとりが進んで行動し、とも

に助け合い、支えあう福祉社会の構築に努める。

地域特性（地場産業、技術、人材、観光資源、自然環境、歴史、文化）

を知恵と工夫により有効活用を図りながら、個性ある地域づくりを達成

し「産業経済の活性化」と「地域雇用の創造」を実現する。

また、まちづくりの主役である町民一人ひとりが、様々な地域活動に

取組み、その個性や能力を発揮することによって、地域社会に貢献して

いくとともに、まちづくりに参画する行政・地域の自治会・ボランティ

ア・ＮＰＯ等の様々な主体が、それぞれの知恵と力を持ち寄り、協力関

係を築き、手を携えながら共生・協働のまちづくりの推進に努める。

 今後さらに、「過疎地域自立促進特別措置法」と「瀬戸内町長期振興計

画」との整合性並びに国・県等関係機関との連携を密にし、また町民と

行政が同じ視点に立ち、共に考え、協働していく新たな仕組みを構築し、

積極的に諸施策を推進することにより、産業を興し雇用の創設及び所得

向上に努めて、地域の自立的発展と透明・公正な対話の行政の推進に努

める。

 最後に、本町をはじめ、過疎市町村における過疎対策としての交通通

信体系の整備や情報通信体系の格差の是正、医療体制の整備などにより、

都市住民との人的交流や物的交流が活発になると、国土全体の均衡ある

発展につながり、過疎地域だけでなくすべての国民のための国土対策の

重要な一環を担っていることを認識し、本過疎地域自立促進市町村計画

を策定し推進する。 

(５) 計画期間

 計画期間は、平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの

５箇年間とする。

(６) 公共施設等総合管理計画との整合

 公共施設等総合管理計画を策定ししだい記載する。
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２ 産業の振興

(１) 現況と問題点

ア 農林業

本町農業は、耕地面積が狭小で零細な農業経営を強いられてきたが、

近年、恵まれた亜熱帯性の有利な気象条件を活かして、カボチャ、タン

カン、パッションフルーツ、キク、肉用牛の銘柄が確立されつつある。 

さとうきびの生産においては、町内の小型製糖工場向けの出荷のみで、

酒造用黒糖・自家用販売黒糖・きび酢を中心に販売されている。 

近年、台風や干ばつ、病害虫被害等により生産量が減少傾向にある。     

遊休農地解消対策事業等の実施により遊休農地の解消が図られ、各品

目のさらなる面積拡大が期待される。パッションフルーツの生産も施設

導入により、栽培面積・生産量も順調に伸びてきており、安定生産と品

質向上が図られてきている。今後は販路の拡大が課題となっている。 

一方では、イノシシ等による鳥獣被害が多く見られ、農家がその対策

に苦慮しており、被害防止の施策が必要と考える。 

また、年々高齢化が進み、後継者育成が大きな課題であるが、担い手

の育成状況では、営農支援センターへの入所者も近年増加傾向にあり、

幅広い年齢層から就農への意欲が見られ、生産基盤の構築支援をはじめ

各品目におけるモデル経営農家への誘導が急務である。 

また、生産物の流通において、加計呂麻島、請島、与路島については

大島海峡を挟んだ離島であるため、運搬費が経営を圧迫している現状で

あり対策が必要と考えられる。 

 畜産については、農業従事者の高齢化に伴い、農家戸数は減少してい

るものの、1 戸当たりの飼養頭数は増加傾向にあり、全体頭数が維持され

ている。 

平成２５年度以降、枝肉価格の上昇により子牛価格も堅調に推移して

いるものの、今後出荷される肥育牛は、価格高騰した素牛であることや、

配合飼料価格が高止まりしていることなどから、収益性は今後厳しい状

況も予測される。 

農地や農業用施設については、農家の高齢化や後継者不足に伴う遊休

農地が多く点在していること、過去に整備した農業施設の老朽化が進行

していること、農地の区画等が未整備な地域があることから、農業経営

の安定化、担い手の育成や農地集積を図るために、今後も農業農村整備
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事業を計画的に導入する必要がある。 

また、農地や農業用施設の保全管理、農村地域の持つ多面的機能を保

持するために、多面的機能支払交付金を活用し、地域ぐるみでの活動を

継続していくことが必要である。 

特に、遊休農地については、農地中間管理事業を活用し、農地の利用、

土地の流動化を図り、担い手への農地集積を図ることが必要である。 

森林・林業の現状は外材の輸入量の減少により国産材が見直される傾

向にあるが、木材価格の低迷、労働力の減少・高齢化等極めて厳しい情

勢にある。 

本町でも手入れの行き届かない森林が未だに存在し、水源のかん養、

二酸化炭素の吸収、山地災害の防止、生活環境の保全など、森林の多面

的機能発揮の観点からも支障をきたしかねない状況となっている。 

本町においては、森林組合等の「森林経営計画」に基づいて、育成複

層林改良等を適切に実施・推進することにより、健全な森林の整備に努

めている。 

特用林産物については、シイタケ等を中心に施設整備に努めている。 

しかしながら、生産者の高齢化や各年度における不安定な生産体制・価

格格差があり、後継者の育成及び需要の動向を見極めながら、地域の活

性化に貢献できる作物としての定着を図っていくため、各施設整備につ

いては、なお一層の充足を図る必要がある。 

イ 水産業

漁船漁業の現状は、地域の近海周辺は広大な資源と海域を有している

が、資源状況の悪化に伴い陸揚げ量はここ数年減少傾向にある。主な要

因として、慢性的な資源量の減少や乱獲、魚価の低迷、近年における不

安定な燃油変動や天候不順による出漁日数の減少等があり、深刻な影響

をもたらしている。

また、離島における輸送経費、漁業用関連資材の高騰、漁価の低迷、

若年層の魚離れ、地域の担い手不足、高齢化の進展に伴い地域の活力が

低下しつつある中で、漁業就業者の減少など厳しい状況が続いている。

 また、水産総合研究センター西海区水産研究所奄美庁舎並びに近畿大

学水産研究所や民間によるクロマグロ養成施設等も設置され、地元漁業

者も魚類養殖に取り組むなど、水産業活性化の一助となっているが、地

元外の資本力によるものが大きく、特に資本力の弱い地元の魚類養殖者

は、価格の低迷・養殖対象魚の変遷や魚病発生等により、厳しい経営状
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況に直面しているのが現状である。

 また、ここ数十年来、生活雑排水や赤土等の汚染及びオニヒトデによ

るサンゴの食害により、海域の海藻類やサンゴの生育状態が著しく衰退

しているため、周辺海域の藻場回復やサンゴ礁保全に取り組み漁場環境

の充実を図る対策が課題となっている。

水産業及び生活の発展と経済基盤の拠点基地である本町の漁港整備に

ついては、概ね整備がなされたが、台風等の荒天時には、波浪により、

施設用地、船揚場等が洗掘され、補修を余儀なくされており、多くの漁

港施設が老朽化している状況にある。 

 また、大島海峡における養殖漁業の進展に伴い、物揚場敷き、作業用

施設用地等が不足し、漁業活動に支障を来たしている。 

 古仁屋漁港については、複数の船舶が利用する複合的機能を備えた拠

点港である。近年は旅客ゾーン・貨物ゾーン・水産ゾーンと区分けした

整備が進み、利用者の用途及び目的に応じた効果的な施設の整備が図ら

れた。

 今後、周辺景観との調和や環境保全の向上等、市街地と一体化した整

備により地域産業の活性化を図る必要がある。

 また、漁港施設については、適切な維持管理を行い、施設の補修･補強

等を図っていく必要がある。

ウ 商工業

 本町の商店街は町内消費者がほとんどを占め、他の市町村からの入り

込みは少なく、本町の人口減少に比例するように店舗数は減少傾向にあ

る。さらに、奄美大島北部への大量販店の進出やインターネットの普及

による通信販売での商品の購入、さらには商店主の後継者不足が店舗数

減少に拍車をかけている状況である。 

本町の商店数は、平成２４年度で１８０店、従業者数は６２０人、販

売額は約７１億円となっている。 

 商店規模としては、一商店当たり従業者数３.２人、販売額３，１０３

万円となっており、極めて零細といえる。 

また、国道５８号網野子バイパス開通により購買者の流出が懸念され

るが、商工会等各関係機関と連携し魅力ある商店街を形成し、広く町内

外地域住民の多様なニーズに対応するため、商工会の商工業者への積極

的な指導と意欲のある取り組みを図るとともに、商工業者の抜本的な意

識の改革と積極的な経営改善の促進及び、活性化に繋がる事業等による
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支援を行う必要がある。

エ 地場産業

本町の地場産品として、黒糖、きび酢、黒糖焼酎、大島紬等が挙げられ

るが、新たな特産品の開発と、これらの特産品販売力をいかに高めてい

けるかなど、地場産業の振興へ更なる努力が必要である。 

 本町の特産品の販売状況は、特産品販売組合「ゆりどろ」の設置など

で一定の効果を上げてはいるものの、全国の数多くのネット店舗の中で

更なる努力が必要と思われる。 

オ 観光

 本町には、年間１０万人程度の入り込み客があるが、宿泊数は約３万

人程度で微増傾向にあり、入り込み客数は、横ばい状態にある。

観光形態は、奄美市を宿泊拠点とする通過型観光となっており、観光

客は本町の豊かな自然等を満喫し、宿泊は奄美市へというのが現状であ

る。

本町には多くの観光資源があるものの、この自然や文化・文化財など

本町の持つ魅力と特性を十分に把握し、活かしきれていない現状がある。

これらのことにより、本町では、町内をオールマイティに案内できる

ガイドの養成に取り組んでおり、今後の観光振興に繋げていきたいと考

えている。

また、交流人口の増を図るため、３大都市での観光ＰＲ活動や、学校

訪問による、修学旅行の誘致活動を実施している。

カ 港湾

港湾施設整備は地域産業・経済の発展に寄与するため、地域住民の日

常生活に直接係わる重要な交通基盤の一つである。

 離島三島を抱える本町にとっては、海上交通への依存度は高く、生活

安定にとって必要条件である。

 本町には、県管理の古仁屋港及び町管理の５港（１０地区）があり、

県管理である古仁屋港（須手地区）で貨物船対策として行っている防波

堤整備は平成２７年度完了予定である。

 また、古仁屋港（安脚場地区）海岸事業も平成２７年度の完了予定で

ある。

 町管理港湾の整備は加計呂麻港（瀬武地区）の港湾整備事業及び与路



22

港海岸事業が平成２７年度完了予定である。

 県管理の古仁屋港（避難港）は、昭和３０年代から漸次的に施設整備

が進められているが、さらに小型船等の避難港としての機能の充実を図

っていくことがこれからの課題となっている。

 高度経済成長期から集中的に建設した施設の老朽化が進行しているこ

とから、必要な機能を維持しつつ、将来の改良、更新コストを抑制する

ため、従来の事後保全的な維持管理から予防保全的維持管理を行う長寿

命化計画策定事業を導入しながら港湾施設及び海岸施設の補修等を推進

していく必要があり、船舶の安全係留に欠かせない避難施設の整備も併

せて進めて行く必要がある。

 大島海峡はリアス式海岸で深い水深を有し避難港として地形的に適し、

台風接近時における船舶避難状況について、貨物船等は大島海峡内のほ

ぼ中央にて投錨式避難、小型船は風波の影響の少ない湾奥にて固定式避

難をしているが、船舶の避難に伴うコスト縮減等を考慮すると、避難施

設の整備は必要不可欠となっている。

(2) その対策

ア 農林業

今後の対策として、まず重点品目としてあげているさとうきび、カ

ボチャ、タンカン、パッションフルーツ、キク、肉用牛の生産技術の

向上と産地規模の拡大を図り、各品目ごとのモデル経営農家の育成に

努める。

果樹については、タンカンの樹園地の改植や新植を進め、老木樹の

更新による収量の増加を図る。新規就農者に栽培希望の多いパッショ

ンフルーツは、施設果樹として本町の柱として位置づけ、施設整備に

よる安定生産と品質向上を目指す。

新規推進品目のマンゴーも栽培技術を確立し、施設整備による普及

に努める。また、「奄美大島選果場」活用した共販量の向上を図るた

め、選果データを利用した「樹園地診断システム」を構築し、生産者

の栽培技術の改善対策に取り組み、高品質果実の生産と販売戦略によ

る「奄美タンカンのブランド確立」を目指している。

野菜の中心品目であるかぼちゃについては、１２月出荷の抑制栽培

に加え、２月出荷できる促成栽培や５月出荷を狙った早熟栽培の導入

による作期拡大を図り、生産量の確保と有利販売による所得安定を図
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る。今後は、資材導入に併せて栽培技術を確立し産地化を図る。

また、消費者の安心・安全な食を求める動きから、各集落で作られ

る地場野菜を直売所や朝市を活用して地産地消を推進し、高齢農家の

経営をサポートする。

花きについては、花き農家と生産組織の活動を全面的に支援し、さ

らに活動を通して中核となる専業農家の育成確保に努める。また、新

品種及び平張施設の導入を図り地域に合った品種の選定を推進し、出

荷期拡大に向け取り組んでいく。

さとうきびについては、亜熱帯気候を活用した土地利用型作目とし

て位置づけ、生産農家の掘り起こしと各地区の担い手育成に努め、省

力化機械の導入と管理作業の徹底による反収向上を図る。

鳥獣害防止対策については、農作物の有害鳥獣であるイノシシ・カ

ラス・ヒヨドリは、さとうきび・タンカン・野菜等に甚大な被害を及

ぼし、農家の生産意欲の低下につながっている現状があることから、

平成２３年度に「瀬戸内町有害鳥獣対策協議会」を設置し、各関係機

関との体制強化による被害防止対策に取り組んでいる。

この有害鳥獣対策協議会を中心に国及び県の補助事業を活用し、推

進事業と整備事業を一体的に実施しており、特に整備事業においては、

農家の直営施工による侵入防止柵の設置を年次的に行っている。

更に平成２５年度から「鳥獣被害対策実施隊」の設置と運用を開始

し、捕獲隊員の動員による迅速かつ効果的な有害鳥獣の捕獲とともに

農家及び地域住民へ対し総合的な被害防止対策を推進していく。

畜産については、台風など自然災害に強く本町の環境に適している肉

用牛子牛生産を複合経営の営農類型に位置付け、既存農家の規模拡大を

中心に、新規就農・異業種等の新規参入を促し、家畜導入事業並びに肉

用牛増頭推進対策事業などの活用による飼養頭数の増加を図り肉用牛振

興を強力に推進する。

また、自給飼料基盤に立脚した肉用牛経営を確立するため、地域に適

した優良草種の検討及び実証圃の設置、さらには遊休農地や林地等など

未利用地を活用した飼料生産基盤の整備、放牧等の取組を推進する。

肉用牛経営の多頭化を推進するうえで、上記取組と併せて、家畜の損

耗を防止するために、家畜衛生技術の普及・啓発、自衛防疫体制の強化

を促進するために地域ぐるみで防疫体制の強化を図るとともに、引き続

き家畜伝染病予防法に基づく「飼養衛生管理基準」の遵守の徹底を図る。  

また、生きハブ捕獲奨励買上事業により、ハブ被害への不安を解消し、
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次代を担う農業後継者や新規参入者が働きやすく住みやすい環境づくり

を推進し、農業生産に邁進できるようにする。

遊休農地については、継続的に解消に力を入れ、農地中間管理事業を

活用することにより認定農業者等を中心に農地の集積化を促進し共生・

協働による集落営農の形成を支援することにより集落活性化の起爆剤と

する。

農業農村整備事業については、集落住民参加のワークショップを通じ

て、地域の資源（風景・歴史・芸能・自然等）を見つめ直し、地域の将

来像を考えることにより、活力ある集落の整備（農業生産基盤・生活環

境基盤）を図る。

また、農村地域の防災・減災対策を進めるとともに、農業用施設の長

寿命化を図るため、ストックマネジメントサイクルを構築する。

 林業生産基盤としての主要林道の整備を推進するとともに、林業後継

者の育成に努める。なお、地元木材の新たな利用を検討開発し販路拡大

に努め、合理的な林業経営を推進する必要がある。更に近年の豪雨等に

よる海岸の枯松及び松枯れ損木被害への対策の為、海岸枯れ松処理事業

や里山林総合対策事業等を推進する。

また、奄美地域の特性を生かしたシイタケ等の特用林産物の生産体制

の確立を図るため、今後も加工・流通体制の整備、需要の拡大を促進す

る。

イ 水産業

 水産業については、漁業経営の安定化と生産性の効率化を促進し、「獲る漁業」

から「つくり育てる漁業」を基調として、「資源管理型漁業」への転換を図り、

離島漁業再生支援交付金制度を活用し、従来の漁業に加え、種苗放流、産卵場・

育成場の整備や漁場の生産力向上・創意工夫を活かした取組等を推進し、より

生産性の高い安定した水産業の振興策を図る。

また、安定的に供給できる養殖業を推進すると共に、本町を「クロマグロ養

殖のまち」として位置付け、本町のクロマグロや真珠などの水産物の認知度を

更に高め、消費者に信頼される環境にやさしい「大島海峡の水産物」の町内外

のＰＲに努める。

 さらに、サンゴ礁保全のため定期的モニタリングに努め、オニヒトデ駆除を

継続的に実施し、漁場環境の保全対策を推進し、海域の生産性を高め、安定し

た水産業の振興を図る。

 町管理の漁港に関しては、概ね整備されているが、老朽化が進んでいる施設
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については、適切な維持管理を図ると伴に必要に応じて補修・補強が必要であ

る。

 また、県管理古仁屋漁港は、定期船、貨物船、漁船、海上タクシー、官公庁

船、観光船等、多種多用の船舶が利用しているため、背後の市街地構成と併せ

て将来の利用形態等を考慮し、隣接する古仁屋港湾区域を含め、それぞれの用

途に適した施設及び配置を選定し、整備を推進する。

ウ 商工業

近隣市町村、観光客を市街地商店街に集客すべく観光、水産部門とリ

ンクした施策が必要なので、平成１９年にオープンしたせとうち「海の

駅」を観光・水産・商業部門の情報発信拠点として、市街地等の活性化

推進を図る。

中小企業の活性化及び経営革新を支援するため、情報の提供や人材育

成等の各種支援及び経済対策に繋がる各種事業等を行うとともに、他の

支援機関との連携体制の充実・強化を図る。

また、商工会との連携を図り空き店舗、空き地の再利用方法について

の研究に努め、市街地商店街の活性化を支援する。

エ 地場産業

 地場産業等の経営基盤の強化を図るため、経営の近代化・情報化等、

商工会を通じて促進するとともに、商工団体等の主催する各種研修会を

活用しながら、経営者の意識の高揚や人材育成に努める。

また、国・県・商工団体等との連携・協力しながら、融資制度の紹介・

充実を図る。

本町の郷友会と連携を図り、物産展など地域産品の各種展示会や見本

市等への出展の実施及び「ゆりどろ」の宣伝等を通じて県外への販路拡

大を促進する。

地域の特産品である農水産物や紬製品については、産学官や地域との

連携を図りながら、新たな特産品・地場産品の開発に努める。

奄美の伝統産業である大島紬については、県工業技術センターや大島

紬技能者養成所等を活用し、織技術や製造技術を後世に伝えるため織工

の育成に努める。

オ 観光

 本町の観光情報発信については、観光ポスター・パンフレットやホー
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ムページ、体験メニュー満載のＤＶＤ・チラシを活用したＰＲ活動を展

開し、観光ブックを作成するとともに、「島案内人」人材育成講座を実施

し、人材育成と受入態勢の整備・充実を図る。

また、観光協会、観光物産展、ホームページ、せとうち「海の駅」等

の特産品販売所、マスメディアなどあらゆる場を活用した情報発信に努

める。

観光振興についての基本方針を定める「瀬戸内町観光振興基本構想」

を策定し、これに基づく施策を各種関係機関等と連携し、観光振興を図

る。

また、本町屈指の観光資源である諸鈍デイゴ並木をはじめ、本町には

多くのデイゴの木が存在し、これらの樹木がデイゴヒメコバチにより被

害を受けており、この保護対策に努める。更に、埋もれた地域の観光資

源の掘り起こしに努める。

交流人口増を目指し、各種イベントへ多くの観光客の参加を促すとと

もに、より魅力のあるイベントとなるよう創意・工夫に努める。

また、戦跡や自然環境・文化的資源を活かした平和教育や体験活動等

のメニューを提示して、修学旅行等の誘致活動や観光客誘致に努める。

カ 港湾

現在整備中の町管理港湾及び県管理古仁屋港の整備促進を図り、各港

湾施設の利用効果を高め、機能性、利便性の向上を図っていく。

 港湾施設の多くが耐用年数を超え老朽化が進んでいるため、適切な維

持管理を行い、港湾機能の充実を図る。

また、避難港整備に関しては、コストの縮減・安全性の確保・早急な

運航再開を図るため、避難場所の条件はより近いほど効果が高まること

から、地理的条件や事業導入の可能性を検証し、避難場所の選定を行い、

地元民の要望を踏まえ、整備を図る。
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(3) 計画

 事業計画を次のように定める。

事業計画（平成２８年度～平成３２年度） 

自立促進

施策区分

事業名

（施設名）
事  業  内  容

事業

主体
備考

１ 産業の振

興 

(1) 基盤整備   

農 業 県営中山間地域整備事業負担金 県  

農業集落排水機能強化事業 町  

農地環境整備事業古志地区負担

金 県 

農地整備事業（通作条件整備・

保全対策型）瀬戸内地区 県 

林 業 森林整備地域活動支援事業 町  

水源林造成事業 町  

ヤギ被害防除対策事業 町  

水産業 魚場造成事業 漁業  

(2) 漁港施設   

 花天漁港機能高度化整備事業 町  

諸鈍漁港海岸高潮対策事業 町

節子漁港漁港整備事業 町

県単漁港整備事業負担金 県  

諸鈍漁港整備事業 町  

漁港施設機能保全事業（計画・工事） 町  

(3) 経営近代化施設   

農 業 園芸振興対策事業 団体  

農業創出緊急支援事業 団体 

農業施設整備事業 町 

集出荷施設整備事業 町 

畜産振興施設整備事業(農業・農

村活性化事業) 団体 

畜産振興施設整備事業(畜産基

盤事業) 団体 
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農業用機械購入事業 町 

共同利用農業施設整備事業 町 

農林水産物輸送コスト支援事業 町 

林 業 大島南部林業活性化推進事業 団体 

水産業 基地周辺整備事業 漁協  

(5)企業誘致   

 企業立地等促進助成事業 町  

(6)起業の促進   

 起業促進助成事業 町  

(9) 過疎地域自立促進特別事業   

デイゴ害虫駆除事業 町  

デイゴヒメコバチ害虫駆除事業

（特定離島） 町 

せとうち海の駅管理運営事業 町 

里山林総合対策事業  町 

離島漁業再生支援事業 町 

サンゴ礁保全対策事業 町 

海岸枯れ松処理事業 町 

大島紬技能者養成所運営事業委

託 町 

(10) その他   

多面的機能支払交付金 町  

加計呂麻港改修事業（瀬相地区） 町  

加計呂麻港改修事業(押角地区) 町  

港湾施設整備（木慈地区） 町  

港湾施設整備（武名地区） 町  

県単港湾整備事業負担金（古仁

屋港） 町 

長寿命化計画策定事業 町  

港湾施設整備（瀬相地区） 町  

港湾施設整備（請阿室地区） 町  

準用河川改修（秋徳地区） 町  

県単急傾斜地崩壊対策事業 町  

急傾斜地崩壊対策事業負担金 県  
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県単砂防事業負担金 県  

海岸高潮対策事業負担金 県  

海岸浸食対策事業負担金 県  

社会資本整備円滑化地籍整備事

業負担金 町 

地籍調査事業負担金 町  

(4) 公共施設等総合管理計画との整合 

公共施設等総合管理計画を策定ししだい記載する。

３ 交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進

(1) 現況と問題点

ア 道路等

 道路は、住民生活はもとより、町の産業・経済を支える最も基本的な

社会基盤であるが、本町の広範囲な行政区域、厳しい地勢的特殊条件の

なかでの道路交通網の整備は、本町にとって最も重要な課題である。

 国県道については、「国道５８号網野子バイパス」が供用開始され、郡

都の奄美市（港）や空港へのアクセスが年次的に改善されつつあるが、

他の県道に関しては、未整備区間が残っている状況である。

町道の整備状況であるが、改良率は５２．８％、舗装率６１.０％（平
成２５年度）と依然低い水準にあり、中でも、加計呂麻島、請島、与路

島については、距離的制約のため事業費が割高で、整備が進まない現状

である。このような一次的な整備はもとより、老朽化の著しい橋梁の補

修、現在の交通事情に即した道路の二次改良、また、路面、排水路等の

補修の整備促進が望まれる。

本町の林道整備については、広範囲な行政区域をもつ本町にとって道

路交通網を形成するうえで、極めて重要な位置を占めており、現在年次

的に整備を行なっている状況である。

林道網整備は、森林施業はもちろんのこと、地域の生活道路として、

また、国県道と連結しており、災害や緊急時の迂回路としての利用度も

高く、本町にとりその存在は大変重要な位置付けとなっている。
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イ その他の交通網

 現在、本町域の公共生活路線として運行されているバス路線について

は、代替バスの運行を余儀なくされている現状にある。

また、本町域のバス運営については、採算面において赤字経営となっ

ており、利便性においても改善を図る必要がある。

 上記現況を踏まえ、今後においては、住民生活路線の確保、観光・流

通に係る陸上交通網の整備、拡充、改善が必須の課題となっている。

また、災害時において崖崩れ等により、陸路が遮断され孤立化する集

落の改善を図る必要もある。

加計呂麻島と奄美大島本島間を運行するフェリーかけろまは近年、老

朽化が著しく修繕費が増加している。また今後の高齢化社会を見据えバ

リアフリーの拡充を図る必要がある。

ウ 情報・通信

本町におけるインターネット環境は町によるブロードバンド基盤整備事業に

より、町全域での ADSL 回線が利用可能となっている。また、一部地域では、
通信事業者により光回線が整備され、現在は環境が整備されつつある。

 しかしながら、今後は様々なコンテンツの発達や、大規模データを利用した

サービス等が提案され、更なる回線スピードが求められており、その対応が必

要となっている。

 携帯電話のエリア拡大については、各通信事業者により不感地域の解消が図

られているが、本町においてはなお一部に不感地域が残されている。

 デジタル放送への移行に伴い発生した新たな難視聴地域に関しては、全地域

の解消が完了した。

 地域の生活情報等や災害時における緊急情報等の伝達方法として、コミュニ

ティ FM 局が整備されたが地域により受信状況に差が生じており、全地域での
安定した受信を目指していく。

 スマートフォン等の急速な普及に伴い、公衆無線 LAN 設備の整備の必要性

が高まっている。

国においても東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けて国内外から

の観光客への対応として公衆無線 LAN の整備の推進を求めており、本町にお

いてもこれに対応していかなければならないが、利用者の利便性を考え、奄美

群島全体で連携し広域的な整備が必要である。
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エ 地域間交流

 近年、地域活性化を促進するうえで、交流人口の果たす役割は大きく、

地域の持つ良質の素材を生かした各種交流事業が全国で展開されている。

 本町は、優れた自然（海）や個性的な文化に恵まれ、称賛を受けてい

る。『にほんの里１００選』・『島の宝１００景』に選定され、定期的に訪

れる人が増えつつあるが、知名度については、まだまだ低位である。

今後は、地域の新たな魅力を創出し、地域そのものを全国へアピール

する方策について、さらなる検討を進める。

(2) その対策

ア 道路等

 集落間の生活道である幹線道路及び景勝地への観光道路の整備につい

ては、引き続き改良、舗装の事業を推進すると共に、地域の実情に即し

た道路整備の検討、分散している整備箇所の計画的な重点化等、本町が

抱える地理的特殊条件を踏まえながら、コスト縮減や事業のスピードア

ップを図り、効率的な整備の推進と既存道路等の維持管理の充実に努め

る。 

 また、県道の隘路区間の解消整備（トンネル化）にむけ、事業費の拡

大と用地取得を推進する。

今後の林道整備は、事業の重点化を図り、早期に整備効果が発揮でき

るように努めたい。また、赤土流出防止対策の強化及び自然環境調査を

行ない、希少動物へ配慮した事業計画を推進する。

イ その他の交通網

 本町バス路線については、引き続き廃止路線代替バス運行方式等で行

い、地域住民の生活路線の維持確保を図る。そして、事業者に対しては、

地域住民が安全で安心して利用できるような運行に努めることを要望す

るとともに、県補助対象路線を確保するなどして、陸上交通網の整備・

充実を図る。

また、災害時や緊急時に、物資輸送の船舶が接岸、係留できる施設

を整備することにより、孤立化する集落を無くし、住民の不安の解消

を図る。

 フェリーかけろまについては、需要ニーズに応じた船舶を建造し、

利用者サービスの向上を図り、船舶事業の経営健全化を図る
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ウ 情報・通信

光回線の利用地域の拡大が必要であるが、整備に莫大な費用がかかるため、

通信事業者や自治体での独自整備は非常に困難となっている。今後も通信事業

者への要望等も含め、様々な手段を調査、検討していく。

 携帯電話の不感地域の解消については、今後も国、県と連携しながら通信事

業者への要望を続けていく。

 コミュニティ FM 放送の難視聴地域の解消については、送信設備の整備や受
信ラジオの高性能化等、様々な改善を進めていく。

 今後の世界遺産登録を見据えた公衆無線 LAN 設備の整備については、国、

県、及び広域事務組合や通信事業者等と連携しながら広域的な整備を目指し、

推進していく。

また、インターネットを活用した住民サービス向上の一環として、データ

ベース化された本町の最新の例規集を本町ホームページで公開する。

エ 地域間交流

 本町の持つ、優れた自然資源（海）を生かしたダイビング、シーカヤ

ック、マリンフェスタ in 加計呂麻等のマリンスポーツ大会を継続的に実
施するとともに、イベントコンベンション助成、商品造成助成等を活用

した、奄美満喫ツアーでの交流人口の拡大を図ることで、来訪者へのサ

ービス提供体制づくりや地域おこしのための人材育成等のソフト面の充

実強化を促進する。

また、福島県南相馬市など、気候風土の異なる地域との交流を通して、

友好提携を深め、多様な価値観について理解を深めることにより、多様

な人材育成や、経済交流等を図ることで、地域経済活性化への一助とす

る。人・文化・経済等の交流へと発展させることにより、各種情報発信

基地としての地位の確立を推進する。
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(3) 計画

 事業計画を次のように定める。

事業計画（平成２８年度～平成３２年度）

自立促進

施策区分

事業名

（施設名）
事  業  内  容

事業

主体
備考

２ 交通通信

体系の整備・

情報化及び地

域間交流の促

進

(1) 市町村道   

道   路 網野子節子線 改良（交付金） 町  

阿木名伊須蘇刈線 改良（交付

金） 町 

薩川実久線  改良（交付金） 町  

秋徳佐知克線 改良（交付金） 町  

俵嘉入線 法面工・斜面安定工

（防災・安全交付金） 町 

於斉諸鈍線 法面工・斜面安定

工 （防災・安全交付金） 町 

諸鈍徳浜線 法面工・斜面安定

工 （防災・安全交付金） 町 

古仁屋市街地線（通学路）舗装・

歩道整備（防災・安全交付金） 町 

西阿室瀬相線 舗装（防災・安

全交付金） 町 

於斉諸鈍線 舗装（防災・安全

交付金） 町 

道路ストック総点検（防災・安

全交付金） 町 

油井岳線   改良 町  

網野子節子線 改良 町  

与路武田原線 舗装 町  

神の子線   改良 町  

嘉入阿多地線 改良 町  

池地請阿室線 改良 町  

西阿室瀬相  改良 町  
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秋徳佐知克線 改良 町  

橋りょう 橋梁補修（防災・安全交付金） 町  

道路橋詳細点検（防災・安全交

付金）

町  

橋梁長寿命化修繕計画（防災・

安全交付金）

町  

(3) 林 道

油井岳線   舗装Ｌ＝570ｍ 町 

勝浦東線   舗装Ｌ＝3,600ｍ 町 

古志線    改良Ｌ＝36ｍ 町 

古志線    舗装Ｌ＝3,750ｍ 町 

第２油井岳線 舗装Ｌ＝1,000ｍ 町 

(8) 渡船施設

渡船 フェリーかけろま代替船建造事

業 町 

せとなみ代替船建造事業  町  

係留施設 渡船施設整備事業（須子茂地区） 町  

(11) 過疎地域自立促進特別分   

 廃止路線代替バス運行費補助 町  

情報化による住民サービス向上

事業 町 

奄美満喫ツアー実行委員会負担

金 町 

(12) その他 

指定航路対策事業 町 

(4) 公共施設等総合管理計画との整合

公共施設等総合管理計画を策定ししだい記載する。
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４ 生活環境の整備

(1) 現況と問題点

 生活環境については、道路、公園、土地区画整理事業等の都市基盤施

設・住環境の整備により、その充実が図られてきたが、今般、生活様式

の多様化や地域住民のニーズに対応した整備が求められるところで、今

後はさらに、施設等の維持管理を充分に行なっていくことはもとより、

そのグレードアップ化が求められる。 

水道施設については、老朽化が著しく、維持管理の困難な施設の統廃

合をすすめているが、施設数が多く地理的条件により統廃合出来ない施

設も存在するため、低コストで効率的な施設更新を行わなければならな

い。 

また、加計呂麻地区の維持管理については、各集落の水道管理者を平

成２０年度に廃止し現在２名体制で施設等の管理委託を行っており、突

発的な状況や、豪雨・台風時の水源詰まり等、緊急時に早急な対応を行

っている。 

本島側についても、各集落の水道管理者を廃止し、職員で対応してい

るが、西古見地区・管鈍地区においては、古仁屋から約５０㎞と遠く、

未改良の道路もあり、豪雨・台風時に道路の通行止めが多発し、緊急時

に早急な対応が出来ずに苦虜していたため平成２６年度に２地区の区長

に施設等の管理委託を行い緊急時（断水復旧）の解消に努めている。 

また、小規模集落水道については、可能な限りの広域化を考え、地域

住民へのサービスを向上させなければならない。 

 一般廃棄物の処理については、ごみの分別・ごみの減量化・リサイク

ル推進等、環境保全施策を行っており、本町全域（請島・与路島を除く）

の可燃ごみは、名瀬クリーンセンターに、他の資源ごみはリサイクル業

者へ処理依頼をしている現状である。平成２４年度から大島地区衛生組

合へ正式加盟し、可燃ごみは安定的に処理されている。 

生活排水等の大部分は未処理のまま河川や水路等に放流され、公共用

水域の水質悪化が懸念されている。生活様式の多様化や地域住民のニー

ズに対応した快適な生活環境をめざし町の活性化を図る上でも重要であ

る合併処理浄化槽の推進を図りながら、下水道等の生活環境整備の実現

を模索する。 

し尿処理施設については、本島、加計呂麻島、請島、与路島において、
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それぞれ処理をしているが、本島については施設の経年的な老朽化によ

る建て替えを計画し、陸上自衛隊に伴う人口増を視野に入れた施設整備

を行う。 

また、請島、与路島については、簡易な処理方式によるため自然環境

への影響が懸念されるので施設の改善整備が必要である。 

 町営住宅は、公営住宅６２０戸を管理しており、この他に振興住宅、

復興住宅、定住促進住宅がある。地区別にみると、古仁屋中心部及び周

辺部にほとんどが集中しており、その他の地域は各集落に建設されてい

る。     

構造別に見ると、中層耐火構造は古仁屋中心部にのみ立地し、古仁屋

中心部以外では簡易耐火構造平屋建て・２階建・木造平屋建てとなって

おり老朽化している住宅も少なくない。また、住戸面積も狭小で居住水

準も低い状況にある。 

消防防災体制については、過疎化や少子高齢化、複雑多様化する災害、

疾病構造の変化など消防防災体制への取組み方が大きく変化している中、

「安全で安心な暮らしを続けることができる」体制作りと新たな課題の

検討を積極的に進めていく必要がある。 

そのためには、消防訓練施設や消防ポンプ自動車等の充実強化を図っ

ていかなければならないが、現在配置されている救急自動車は平成１２

年に配備、消防ポンプ自動車にあっては平成１１年に配備され，いずれ

も耐用年数の超過、台風などによる塩害で経年劣化が進んでいる状況で

ある。 

また、瀬戸内町は古仁屋市街地を含めて５６の集落からなり、その殆

どの集落に小型ポンプや小型ポンプ付積載車を集落の実情に応じて配備

し、地域防災力の強化に努めているが、これらも対応年数の経過及び台

風等による塩害で老朽化が進んでいる状況である。 

(2) その対策

水道施設については、施設のレベルアップと運転管理費を低減するた

めに、複数の小規模施設の統合効率化を行い、サービス水準の向上と経

営基盤の強化を図り、全町民に安全で安定した水を供給する。 

また、施設の管理についても職員の技術向上と施設全般における管理

委託の充実を図る。

 市街地の道路については、維持管理に努めながら、高齢者や障害者等
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が安心して通行できる、利用者に配慮した道づくりを推進する。

 公園整備事業については、既存公園の遊具等、設備の老朽化に伴い、

地域住民のニーズに対応した維持補修、維持管理を図りながら、その整

備を促進する。

 住宅を長寿命化させるためには、適切な維持管理が不可欠であり、町

営住宅全体として適正な維持管理のため、必要な時期に遅滞なく行う修

繕サイクルを定め、修繕計画を策定するとともに、長期に渡って老朽度

が偏ることのないよう、新築（建替えを含む）と改善の戸数割合を検討

する。

 一般廃棄物対策については、一般家庭及び各事業所から排出されるご

み等の分別収集を徹底し、資源ごみ等のリサイクルへの取組をより積極

的に行うとともに、生ごみ処理機・コンポスト等の普及を図り、生ごみ

の堆肥化を奨励し、更なるごみの減量化を推進する。 

公共下水道整備については、下水道を整備する区域を古仁屋地区とし基

本計画を定めて諸準備を進めてきたところであるが、現在のところ着手

の目途はたっていない。今後は町民の理解を得るための体制づくりや、

効率的・経済的な整備のありかたを充分検討し、生活排水対策の必要性

について啓発を行うとともに合併浄化槽設置整備事業による合併浄化槽

の促進に取り組み、「緑と海洋の町」にふさわしい海、河川水の水質汚染

防止を推進する。 

消防防災体制については、普段から複雑多様化する災害の発生に備え

ていくことが極めて重要であり、消防訓練施設や消防ポンプ自動車等の

充実強化を図るべく、年次的に配備し整備推進して地域住民の生命と財

産の安全確保を図る。

また、各集落に配備してある小型ポンプや小型ポンプ付積載車も年次

的に配備し整備推進して行き地域防災力の充実強化を図り、防災知識の

普及啓発や自主防災組織の育成など防災体制の確立を図ることを推進す

る。

土砂災害等の自然災害対策については、防災マップによる災害危険個

所の掌握・点検・周知徹底を図り、高齢者等災害時要援護者対策の促進

など地域住民を組織化した自主防災組織を育成し、防災体制の確立や施

設等の整備を図る。
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(3) 計画

 事業計画を次のように定める。

事業計画（平成２８年度～平成３２年度）

自立促進

施策区分

事業名

（施設名）
事  業  内  容

事業

主体
備考

３ 生活環境

の整備 

(1) 水道施設   

上水道 古仁屋地区 町  

簡易水道 篠川・古志・久慈地区 町  

嘉鉄・蘇刈・伊須地区 町  

(3) 廃棄物処理施設   

ごみ処理施設 一般廃棄物処理施設整備事業 町 

し尿処理施設 し尿処理施設整備事業 町 

(5) 消防施設   

 消防ポンプ自動車購入 町  

高規格救急自動車購入 町  

小型動力ポンプ付積載車購入 町  

小型動力ポンプ一式購入事業 町  

消防施設整備事業 町  

(6) 公営住宅  

 公営住宅ストック総合改善事業 町  

(4) 公共施設等総合管理計画との整合

公共施設等総合管理計画を策定ししだい記載する。

５ 高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

(1) 現況と問題点

 本町の高齢化率は平成２７年４月現在において３４．５％となり、特

に加計呂麻地区では４８．８％、請与路地区では５８．１％と依然とし

て全国平均を大きく上回り、介護保険制度における要介護認定者は約８

３０名で高齢者人口の２５．７％と漸増している。また高齢者のみ世帯・
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独居老人の数も年々増加傾向にあるなど家族の介護機能及び地域におけ

る相互扶助機能が低下傾向にあるなか、高齢者が住み慣れた地域で、尊

厳ある、その人らしい生活を継続していくためには、できるだけ要介護

状態にならないための介護予防対策、高齢者の身体機能の変化に応じた

介護サービスや医療サービスが切れ目なく「継続的かつ包括的に提供さ

れる」仕組みが必要とされ、介護保険制度や行政の高齢者福祉サービス

に対するニーズは多種・多様化している。

これらの現状を踏まえ、３年を１期として策定する「瀬戸内町老人福祉

計画・介護保険事業計画」において、高齢者福祉サービスの充実に努め

ており、加計呂麻地区においては民間事業者により小規模多機能居宅サ

ービスや通所介護・訪問介護が展開され、サービス資源については充実

されつつあり、施設の整備参酌率は全国平均を上回っている。

本町は離島を含めた広大な行政面積であり、請島地区、与路島地区等

サービスの利用が困難な地域が未だ多く存していることから、ハード、

ソフト面の需要を的確に把握し、それに応じた整備を進めていく必要が

ある。

 ひとり親家庭等の現状と課題は、近年の厳しい社会経済情勢や多様化

したライフスタイルなどの変化により、離婚が増加の傾向にあり、ひと

り親家庭は子育てをしながら就職も困難で、経済的・社会的に極めて不

安定な状況に置かれていることから、ひとり親家庭等の経済的自立と生

活の安定を促進する為、相談業務の充実、就労の促進、融資制度の効率

的活用を推進し、ぬくもりのある家庭生活ができるように努める必要が

ある。

 児童福祉については、少子化が急速に進展する中で子ども同士がふれ

あう機会の減少や親や家族などの過干渉により、自主性や社会性が育ち

にくくなる、といった子ども自身の影響はもちろん労働力人口の減少に

よる社会保障費用の現役世代への負担の増大、社会の活力の低下など、

さまざまな懸念を生んでいる。

“こども”は、どのような時代にあっても、次代を担う社会の希望であ

り、次代を託すためにさまざまな努力をすることが社会の責務といえる。

少子化の背景には、仕事と子育ての両立の難しさや、子育てに対しての

精神的・経済的な負担感の増大などがあると考えられ、こうした要因を

取り除き、安心して子どもを産み育てることができる町づくりを進めて

いく必要がある。
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(2) その対策

 本町の施設・在宅サービス環境が概ね整備されている地区に関しては

高齢者の自立支援を促すサービスの質の向上に努めていくソフト事業の

推進を図る。 

一方、未整備地区においては、高齢者のニーズが高まりつつある福祉・

介護サービス施設の整備や各島内での民生委員や在宅福祉アドバイザー

等マンパワーを確保する。 

また、高齢者が常に健康で楽しく生活できるよう配慮するため、バス

船舶の無料乗車乗船券の交付、事業所を利用する際の移動、訪問経費の

助成、敬老の意を表すとともに長寿を祝福するための敬老祝い金の支給

等を行う。 

さらに、高齢者の人口の推移やニーズを的確に把握し、既存の相互扶

助機能をも活かした最善の高齢者福祉サービス体系の構築を図る。 

 老人クラブ助成については、高齢者ができる限り自立し、生きがいを

持ち安心して暮らせる社会づくりとともに老人福祉の増進に寄与するこ

とを目的とした助成を行う。 

 介護予防対策としては、「二次予防事業対象者」「一次予防事業対象者」

に対し本町及び地域包括支援センターが実施する地域支援事業により介

護予防に努め、保健、福祉、医療の連携を図り、高齢者の身体状況・地

理的条件等を総合的に勘案し、必要なサービス供給体制を図る。 

地域の人々が住み慣れたまちで安心して生活することが出来るために

社会福祉活動を推進する活動を行っている社会福祉協議会に対して支援

を行う。 

 地域自立支援事業としては、障害者や障害児等が自立した日常生活又

は社会生活を営むことが出来るように日常生活用具の給付や日中一時支

援等を実施し、家族の相談や情報提供等必要な援助を行うことにより障

害者等の支援を行う。 

 乳幼児疾病予防対策としては、乳幼児等に対して伝染のおそれがある

疾病の発生及び蔓延を予防するために定期的な予防接種を実施し、健康

被害の迅速な救済を図る。 

 母子及び父子並びに募婦福祉については、児童扶養手当、ひとり親家

庭医療費助成、母子父子寡婦福祉資金貸付制度の効率的活用や相談体制

の充実等により、社会的・経済的な地域自立支援事業を促進する。

児童福祉対策としては、平成 27 年度から子ども・子育て支援新制度が
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本格施行し、幼児期の学校教育、保育、地域子ども・子育て支援を推進

し、特に「子ども・子育て支援事業」に重点を置くなど、施策体系の再

構築を図り、総合的な子ども・子育て支援を推進する。 

(3) 計画  

事業計画を次のように定める。

事業計画（平成２８年度～平成３２年度）

自立促進

施策区分

事業名

（施設名）
事  業  内  容

事業

主体
備考

４ 高齢者等

の保健及び福

祉の向上及び

増進 

(8) 過疎地域自立促進特別事業 

敬老祝い金支給事業 町

高齢者無料乗車・乗船券交付事

業  

町

地域自立支援事業 町

社会福祉協議会運営事業 町

定期予防接種事業 町

老人クラブ育成事業 町

(4) 公共施設等総合管理計画との整合

公共施設等総合管理計画を策定ししだい記載する。

６ 医療の確保

(1) 現況と問題点

 本町は、大島本島南部と大島海峡を隔て加計呂麻島・請島・与路島の

３離島を抱える広範な行政区域の中で地形的な特殊性から、長年にわた

り医療環境に恵まれない４０の集落を８ブロックに分け、へき地診療所

を拠点に巡回診療を実施し、地域住民への医療提供を行っているが、へ

き地住民にとってはまだまだ充分とはいえない状況にある。

特に請島・与路島は外海に位置し荒天時の急患対策が困難なことから、

平成１２年度に両島の診療所へ看護師を常駐させ、へき地診療所医師と
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連携をとりながら診察や救急患者への対応及び在宅看護、介護等の指導

により島民の医療不安解消に努めている。

 今後も、恒久的な少子、高齢化の中で疾病構造の変化に伴い、高度化・

多種多様化する医療需要に対応するため、医療施設、設備等の整備を図

り、医療供給体制、保健予防体制の確立及び離島における救急医療体制

の内容充実が必要である。

一方、人口の減に伴い患者数も減少し、診療収入の減、人件費の高騰、

諸設備の老朽化による更新等多額の財源が必要となるなど経営的に非常

に厳しい状況にあり、経営健全化が喫緊の課題である。

また、特定健診や各種ガン検診の受診率が低く、「自分の健康は自分で

守る」との意識を啓発し、きめ細やかな保健指導も課題である。

(2) その対策

平成１５年度に導入した遠隔画像診断装置の活用による高度な医療機

能の診断支援や専門的な助言を受けるとともに、へき地医療拠点病院で

ある県立大島病院との緊密な連携により重症患者への迅速適正な対応に

努め、町内民間医療機関との協力体制の強化を図りながら地域医療を促

進し、医療機器等の整備拡充により高度で効果的な医療供給体制の確立

を図る。

へき地診療所の経営健全化については、医師・職員の配置を見直しつつ

公立医療機関としての使命を堅持するためにも診療報酬の増、医師等の

人件費の確保を図るとともに、巡回診療事業の継続に努める。

特定診療等の医療確保については、鹿児島県や鹿児島大学医学部との連

携を密にし、更なる医療体制の充実に努める。

生活習慣病などの予防を進める上で重要とされるメタボリックシンド

ロームの早期発見・早期治療に資する特定健康診査・特定保健指導の推

進、またガン検診など各種健診の受診の推進や、バランスのとれた食生

活や適度な運動・休養といった生活習慣を町民一人ひとりが身につけら

れるよう、健康相談、健康教育、栄養指導などの各種保健事業の充実を

図る。
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(3) 計画

 事業計画を次のように定める。

事業計画（平成２８年度～平成３２年度）

自立促進

施策区分

事業名

（施設名）
事  業  内  容

事業

主体
備考

５ 医療の確

保 

(1) 診療施設 

巡回診療車（船） 代替車両購入事業 町

その他 医療機器購入事業 町

消防設備事業 町

(3) 過疎地域自立促進特別事業 

 派遣医師負担金 町

(4) 公共施設等総合管理計画との整合

公共施設等総合管理計画を策定ししだい記載する。

７ 教育の振興

(1) 現況と問題点

ア 学校教育

 本町には、現在幼稚園が２園（公立１、私立１）、小学校１５校（うち

休校３校）、中学校１１校（うち休校３校）と県立高等学校が１校あるが、

全国的な少子高齢化の中で町内における児童生徒数の減少も依然として

続いており、複式学級で学校を維持している学校がほとんどである。 

また、県立古仁屋高等学校の存続問題についても、予断を許さない状

況が続いているので、官民が連携した支援体制を継続することが必要と

考える。 

 学校施設の整備について、耐震化においては、200 ㎡以上で昭和 56 年

以前の旧耐震基準で建設された施設において、耐震診断及び耐震改修を

平成 27 年度までにすべて完了し、耐震化率は 100％となった。施設の老

朽化においては、老朽化した施設が多く今後、大規模改造事業及び改築

事業を積極的に導入し計画的な教育環境整備の必要性がある。 
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 また、へき地教員住宅についても、老朽化により、その維持補修に多

くの経費がかかっているのが現状である。 

 学校給食センターについては、ウエットシステムの施設として開設さ

れているが、施設本体及び機械設備等の著しい老朽化のため故障の都度

応急処置をしている状況にある。今後、調理機器等の更新及びドライシ

ステムへの移行も含め、抜本的な見直しが必要である。 

また、本町は学校が点在しているため文部科学省が定めた「喫食２時

間以内」の基準が守られていない状況下にあるが、平成２２年度からは、

調理面や集中管理による事務・労務・衛生の徹底と合理化及び人件費や

食材の調達コスト面等を総合的に判断し、加計呂麻地区をセンター方式

へ移行した。 

イ 社会教育・生涯学習

 生活環境の多様化や情報化社会の進展、余暇の拡大や少子高齢化が進

行する中で、地域住民が健康づくりや生きがいづくりに励み、心豊かで

充実した日々を送れるようにするために、町民の一人ひとりが人間とし

てあるべき姿を培い、創造性や個性を育むことのできる学習環境を整備

するとともに、学習の成果が適切に評価される社会が望まれている。

 町民が、「いつでも・どこでも・だれでも」楽しく学ぶことができる

よう、学習機会の拡充と施設の整備を図るとともに、学習の成果を地域

社会の発展に生かす機会が必要である。

 また、人々が心豊かな生活を送るためには、その基盤である地域コミ

ュニティづくりなど、各分野のまちづくり活動との連携方策を計画する

必要がある。

ウ 社会体育

 明るく豊かな生活を送るため、個人・職場・団体等における生涯スポ

ーツや、健康や体力の向上といった健康づくりのためのスポーツとして、

町民一人ひとりが生涯スポーツに親しむ気運が高まってきている。

 本町には、清水公園陸上競技場・同庭球場・同総合体育館のスポーツ

施設をはじめ、体育協会などのスポーツ団体も充実し、各種競技におけ

る利用者も年々増加してきており、明るく健康的なまちづくりを推進す

るため、「町民一人１スポーツ」を掲げ、その普及に努める必要がある。

 また、スポーツ推進員を中心としたスポーツ指導者も子どもからお年

寄りまで誰もが、気軽にスポーツに参加できるよう、研修を積みながら
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指導普及をする必要がある。

 今後においても、老朽化における各スポーツ施設の整備や指導者の養

成等、スポーツに取り組みやすい環境づくりを進めながら、町民の健康

づくりを促すとともに、スポーツを通じた交流人口の増加や、これに伴

う情報発信など社会体育面の振興につながる取り組みを展開していく発

想と実行力が期待され、求められている。

エ 図書館・郷土館

 今日、科学技術の著しい発展や産業構造、雇用情勢の急激な変化、就

業形態の多様化が進み、世界的に社会が大きく変化していく中で、特に

インターネットに代表される情報化の進展は著しく、人々の学習ニーズ

も多様化、高度化してきており、こうした状況への対応が求められてい

る。

また、図書館は町民の読書活動を推進していく上で重要な役割を果た

すもので、図書館に豊富で多様な図書資料を整備するのみならず、知り

たい資料や情報を、図書・雑誌・新聞・電子情報などから探すための案

内をするレファレンスサービスも必要である。

 郷土館は、先人から受け継いできた郷土の貴重な資料を収集・保存し、

次世代へ継承することは郷土の歴史を正しく理解する上で大切であり、

郷土館の重要な役割であると考える。町立図書館内に設置している郷土

資料室では、本町にゆかりのある図書及び郷土資料を保存・展示に努め

る必要がある。 

(2) その対策

ア 学校教育

 学校教育の充実については、統廃合後の校舎・屋内運動場等も含めた

新増改築や大規模改造を推進するとともに、引き続き教育設備・備品の

整備を図り、小規模校における集合学習及び大規模校との交流学習を推

進する。また、教職員住宅についても、新増改築や、可能な限り財産処

分等を行い、地域の事情を勘案しながら年次的に計画を進める。

 学校統廃合後、児童生徒の通学負担の緩和及び利便性向上を図るため、

路線バスの活用やスクールバスの整備を促進する。また、地域再生計画

及び構造改革特区事業など、加計呂麻地区の活性化を図るための全町的

な問題として、休廃校施設の利用についても、関係機関と協議を行って
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いく。

 県立古仁屋高等学校の存続問題への対策については、これまでどおり

民間の支援団体をサポートし、通学費補助等の支援を行っていく。

イ 社会教育・生涯学習

地域住民に主体性を養うための方策として、「子育て支援・青少年体

験活動・自主成人学級・家庭教育・高齢者クラブ活動」などを促進する。

放課後子供教室の発展充実と、子育て支援対策として、学校と地域の

連携体制の構築に努める。

地域住民が積極的に学校教育を支援できる「学校応援団事業」の発展

充実に努める。

学習の成果を地域づくりに生かすため、人材バンクなどのシステムづ

くりを推進する。

本町においても、近年めまぐるしい発展をしている情報化社会に対応

すべく、パソコンを導入し公民館講座の一環として住民への意識高揚を

図る。

また、自然豊かな環境を活かした無人島キャンプや農山漁村生活体験

学習等、多様な自然体験活動の学習機会の拡充に努めるとともに、郷土

の歴史、文化芸術、産業等にふれあう体験活動の充実を図りながら、グ

ループ活動による地域間交流や国際交流等、青少年の交流活動を促進す

る。

ウ 社会体育

町民が気軽にスポーツ活動に取り組めるよう、スポーツに関する各種

情報の提供や指導者等の養成、スポーツ団体の育成等を行うとともに、  

幼児期の運動の取組は将来に大きな影響を及ぼすと言われており、子ど

もたちの運動神経を培わせるため、プレ・ゴールデンエイジ事業を取り

入れ、今後とも推進する。また，スポーツ施設の整備･充実を計画的に進

めるとともに，スポーツ合宿、各種大会などの誘致活動を推進し、交流

人口の拡大を目指す。

エ 図書館・郷土館

 図書館は、利用者のニーズに対応し、情報の収集や町民の学習のため、

いつでも気軽に利用できる生涯学習の場や情報発信源となるよう、サー

ビスの向上に努めるとともに、興味の持てるようバランスのとれた蔵書
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を計画的に整備し、利用者層の拡大を進め、寄贈図書の受け入れやイン

ターネットを活用した、図書の照会や情報提供を積極的に推進する。

 また、郷土館は、専門知識を持った学芸員による、児童生徒の郷土学

習の場として、さらに、大学や研究機関との連携を図るなど、郷土資料

の充実を図る。

 郷土研究を支援することは、「地域づくり・ひとづくり」を推進する

ことにもつながることから、郷土に関係する特徴のある資料の収集・充

実を図り、郷土研究施設としての役割も担っていく。

(3) 計画

 事業計画を次のように定める。

事業計画（平成２８年度～平成３２年度）

自立促進

施策区分

事業名

（施設名）
事  業  内  容

事業

主体
備考

６教育の振興 (1) 学校教育関連施設

校 舎 等 校舎改築工事（古仁屋小） 町 

屋内運動場 体育館改築工事（阿木名小中） 町 

体育館大規模改修工事（与路小

中） 町 

体育館改築及び屋内温水プール

建設（古仁屋小） 町 

給食施設 共同調理場の新増築工事 町 

(3) 集会施設、体育施設等

集会施設 地区集会施設建設工事 

（諸鈍・油井・西古見・清水） 町 

体育施設 清水体育館舞台照明設備改修工

事 町 

清水体育館警報設備改修工事 町 

グラウンドゴルフ休憩所設置工

事 町 

清水運動公園陸上競技場スタン

ド改修工事 町 



48

清水公園庭球場スタンド改修工

事 町 

各運動場ナイター施設安全対策

工事 町 

清水公園改修箇所設計委託 町 

(4) 過疎地域自立促進特別事業 町 

コミュニティ助成事業（運動器

具） 町 

パソコン購入費（公民館パソコ

ン講座） 町 

(4) 公共施設等総合管理計画との整合 

公共施設等総合管理計画を策定ししだい記載する。

８ 地域文化の振興等

(1) 現況と問題点

本町は、貴重な有形無形の歴史・文化的遺産を数多く有し、特に天然

記念物や戦跡などの文化財は多数残されており、さらに、伝統的な祭り

や催事など固有の地域文化も数多く残されている。

 しかし、近年の核家族化の進展、少子高齢化が進行する中で、地域の

後継者不足など、無形文化財をはじめとする様々な文化の伝承が困難に

なりつつあり、その保存・伝承は厳しい状況にある。

 さらに大きく変化していく社会情勢の中で失われていく文化財も少な

くない。郷土に伝わる文化財や伝統は、今後の過疎地域の活性化におい

て大きな魅力となる。

 無形文化財については、後継者の確保、育成に重点を置き、その活性

化に努め、有形文化財については、歴史的価値を明確にし、住民の保護

意識の高揚に努める必要がある。

 また、地域に根ざした個性豊かな文化薫る地域社会を築くために、文

化祭や音楽祭をはじめ、文化ホール・多目的集会施設等文化施設におけ

る自主事業の拡充、住民参加型事業の推進、関連団体などとの連携、文

化活動組織やリーダーの育成を図ることが必要である。
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 地域の総合力を高める芸術・文化イベントにより地域の魅力を高め、

町内外との芸術文化交流等を積極的に推進し、感性豊かな人を育てる風

土を醸成することが必要である。

中央公民館においては生涯学習の拠点施設として竣工以来、多くの町民

に利用されてきたが、施設については老朽化に伴い解体されており、「生

涯学習時代」に対応できる近代的な施設の建設が急務である。併せて各

集落の集会施設の整備についても、地域再生そして自立自興の観点から、

これまでと同様の対応を行う必要がある。

また、著しく変化する社会情勢に伴い、生涯学習に対するニーズはま

すます多種多様化してきており、町民の学習要求に応えるためにも、学

習メニューや講座の新設を促進する必要がある。

(2) その対策

町内の貴重な文化財や歴史的遺産を次世代に保存、継承し、ふるさと

を愛する心を育てるため、展示会や講座等の学習機会を提供するなど、

町民の芸術活動を支援していく。

 本町に生息する国・県・町指定文化財天然記念物等の調査や保護に努

め、戦跡など近代文化遺産についても引き続き調査をし、消滅の危機に

ある民俗文化財等の調査を行い登録についても努力する。

 埋蔵文化財の分布調査や発掘調査については、公共工事や土地開発事

業の調整を適切に行いながら、発掘調査及び報告書作成を遅滞なく進め

る。

 サンゴの石垣等伝統的な景観を残し、次世代に引き継ぐため石積み技

術者の育成と技術の伝承を図り、文化財産として、また観光資源として、

地域の活性化を図っていく。

 島の伝統文化である「八月踊り」や「島唄・島口」等伝統文化の保存・

継承に努め、その成果を発揮できる機会を提供していく。

中央公民館においては生涯学習を推進するため、早急に建設整備する。

また、近年の高度情報化社会への対策として老朽化したパソコン機器の

取替えが急務となっている。
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(3) 計画

 事業計画を次のように定める。

事業計画（平成２８年度～平成３２年度）

自立促進

施策区分

事業名

（施設名）
事  業  内  容

事業

主体
備考

7 地域文化

の振興等 

(2) 過疎地域自立促進特別事業

埋蔵文化財調査事業 町

(4) 公共施設等総合管理計画との整合 

公共施設等総合管理計画を策定ししだい記載する。

９ 集落の整備

(1) 現況と問題点

 集落整備にあたっては、集落内道路・集落内排水路等を年次的に整備

してきたところであるが、５６の集落を抱える本町にとって、広範囲な

ため各集落の隅々にまでその整備が行き届かず、今後も更なる整備促進

が望まれる。整備手法についてであるが、加計呂麻島・請島・与路島は

これまでの補助事業で、計画的な整備が見込めるが、本島側にとっては、

整備のための財源の確保が難しいのが現状である。 

 古仁屋市街地を除く他の集落は、本島の遠隔地、並びに、加計呂麻・

与路・請島の３島に立地している。その多くは周囲を山に囲まれ海に面

し、陸路や海路で他の集落と結ばれているものの、他から離れて点在立

地している場合が非常に多い。従って、豊かな自然を有する反面、交通

面を中心とする生活利便性は非常に低い状況にある。 

 また、いずれの集落も過疎化・高齢化が非常に進展しており、営農・

営漁の後継者不足とともに、老朽化した空き家や遊休地が多くなってい

る。高齢化により自治活動に支障をきたすことも少なくなく、また、少

子化が進んでいることから、小中学校及び集落自体の存続も危ぶまれる

危機的な状況にある。 
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(2) その対策

 各集落の抱える様々な課題に対して、「地区コミュニティ職員」「集落

駐在嘱託員」「地域おこし協力隊」等を配置し、集落との連携を図りなが

ら課題解決へ迅速に対応することにより、共生・協働（自助・共助・公

助）の精神を啓発し、地区コミュニティ再生へ向けての支援体制を整備

する。

 また、地域リーダーの養成や地域活動の関心を深めるためのセミナー

や防災、環境等テーマごとの講習会を実施して、地域活動を中心的に担

う人材の育成や視野の拡大に努める。

 集落にとっての一番の住民サービスは、身の回りの道路や排水路の整

備であることから、小規模な改善が必要な箇所については、直営での施

工を、また中規模な工事や直営で対応できない箇所については、委託形

式での施工を実施するなど、計画的で工夫を凝らした整備を促進する。

 本町では、特に島嶼部の集落において、高齢者が大半を占める集落が

多くなっており、地域の活力が失われつつあることから、集落に定住を

希望する若年層の住宅困窮者や、Ｕ・Ｉターン者などに対応する住宅整

備が必要であり、その需要が見込める利便性の高い集落において、若い

世帯向け住宅の整備や、空き家を改修し貸し出す定住促進住宅等の整備

を推進する。

また、大都市圏の若い世代及び団塊の世代を含めた全ての世代への移

住・交流対策を積極的に促進し、定住人口の増加を図り、コミュニティ

による高齢者支援及び学校存続を含めた集落の活性化を推進する。

(3) 計画

 事業計画を次のように定める。

事業計画（平成２８年度～平成３２年度）

自立促進

施策区分

事業名

（施設名）
事  業  内  容

事業

主体
備考

8 集落の整備 (1)過疎地域集落再編整備  

 定住促進空き家活用事業  町 

(2) 過疎地域自立促進特別事業

移住交流推進事業 町
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地域おこし協力隊 町 

集落駐在嘱託員設置事業 町 

(3) その他

定住促進対策事業 町 

(4) 公共施設等総合管理計画との整合 

公共施設等総合管理計画を策定ししだい記載する。

10 その他地域の自立促進に関し必要な事項

(1) 現況と問題点

各地域においては、若年者層の流出や高齢化の進行並びに脆弱な産業

基盤等に加え、過疎化が進行していることから、奄美・瀬戸内にしかな

い新たな魅力を創出し、各種地場産業の再構築、地域づくり団体との連

帯を密にし、地域活性化を目指す必要がある。

(2) その対策

 大島海峡という、他には類のない資源を有する本町は、それを最大限

に活用するために、アイランドテラピー構想のもと、“癒しの島づくり”

を進め、地域おこしの機運を高め、自立できる地域づくりを推進する。

また毎年全国から多くの方が参加する本町最大のイベントであるシーカヤ

ックマラソンＩＮ加計呂麻島大会、加計呂麻島ハーフマラソン大会等の開催

により、交流人口の増に努める。

 更に、地域の特性を生かした地場産業の育成、企業誘致等を促進し、

産業の振興を図ることによって、就業機会を創出し若年労働層人口の定

着増大を図り、重点３分野（農業・観光及び交流・情報）を軸とした奄

美群島全体の基本計画である。｢奄美群島成長戦略ビジョン｣への取組に

ついて、奄美群島広域事務組合との連携を密にし、雇用の創出に重点を

置いた産業振興に努める。



53

(3) 計画

 事業計画を次のように定める。

事業計画（平成２８年度～平成３２年度）

自立促進

施策区分

事業名

（施設名）
事  業  内  容

事業

主体
備 考

９ その他地

域の自立促進

に関し必要な

事項 

(1) 過疎地域自立促進特別事業

シーカヤックマラソン IN 加計

呂麻島大会開催

町

加計呂麻島ハーフマラソン大会

開催

町

奄美群島広域事務組合負担金 組合

(4) 公共施設等総合管理計画との整合 

公共施設等総合管理計画を策定ししだい記載する。

事業計画（平成２８年度～平成３２年度）過疎地域自立促進特別事業分

自立促進

施策区分

事業名

（施設名）
事  業  内  容

事業

主体
備 考

１ 産業の振

興 

（９）過疎地域自立促進特別事業

デイゴ害虫駆除事業 町

デイゴヒメコバチ害虫駆除事業

（特定離島）

町

せとうち海の駅管理運営事業 町

里山林総合対策事業 町

離島漁業再生支援事業 町

サンゴ礁保全対策事業 町

海岸枯れ松処理事業 町

大島紬技能者養成所運営事業委

託

町

２ 交通通信

体系の整備・情

（１１）過疎地域自立促進特別事業

廃止路線代替バス運行費補助事 町
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報化及び地域

間交流の促進 

業

情報化による住民サービス向上

事業

町

奄美満喫ツアー実行委員会負担

金

町

４ 高齢者等

の保健及び福

祉の向上及び

増進 

（８）過疎地域自立促進特別事業

敬老祝い金支給事業 町

高齢者無料乗車・乗船券交付事

業

町

地域自立支援事業 町

社会福祉協議会運営事業 町

定期予防接種事業 町

老人クラブ育成事業 町

５ 医療の確

保 

（３）過疎地域自立促進特別事業

派遣医師負担金 町

６ 教育の振

興 

（４）過疎地域自立促進特別事業

コミュニティ助成事業（運動器

具）

町

パソコン購入費（公民館パソコ

ン講座）

町

７ 地域文化

の振興等 

（２）過疎地域自立促進特別事業

埋蔵文化財調査事業 町

８ 集落の整

備 

（２）過疎地域自立促進特別事業

移住交流推進事業 町

地域おこし協力隊 町

集落駐在嘱託員設置事業 町

９ その他地

域の自立促進

に関し必要な

事項 

（１）過疎地域自立促進特別事業

シーカヤックマラソン IN 加計

呂麻島大会開催

町

加計呂麻島ハーフマラソン大会

開催

町

奄美群島広域事務組合負担金 組合


